









Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja













制改革J(Environmental Tax Reform = oklogische Steuerreform) と称されている。
エコロジカル税制改革についての議論は. 1980年代以降，特にドイツを中心にかなり活発に行わ
れてきた。たとえば. Grunenや SPDの政党レベルでの提案ばかりでなく. UPI (Umwelt-und 
Prognose-Institut =環境・予測研究所). E. U. von Weizsacker. Muller-Witt. Bund. DNR 
(Deutschen Naturschutzring =ドイツ自然保護リンク). Springmann. IOW (Indtitut fur okologische 
Wirtschaftsforschung =エコロジー経済研究所)などがあげられる。また 90年代に入ってからも，た












































いる点が各案に共通で、ある。さらに，環境新税の一挙導入を提案するものと， 5 ~ 10年の期間に
税率を段階的に引き上げていくものと二つのグループに分けることができる。ヴァイツゼッカーな
どは， 30 年の期間に，エコロジー上問題のある要素や更新不能エネルギーの最終価格に年実質 5~
10%ずつ引き上げていくという長期パノラマを提案しているのである。税収額は， 2，100 億マルク










































ずつ課税する EU委員会提案の C02/エネルギー結合税のほうがが優れていると言えよう 4)。
UPI提案では，環境税収を賃金税の 20%の減税および年金保険負担の 40%の引き下げ，さらに
は売上税の撤廃のために使うべきであると主張している(表 7)。それは，環境税は逆進的負担を有
1 )ここでは主として次の文献に基づいたっ T. Nagel. Umweltgerechte Gestaltung des deutschen Steuersystems. 
Theoretische und emperische Analyse des Autkommens-und Vertεilungseffekte. Reihe Wirtschaftswissenschaft. Band29， 
Campus Verlag， Frankfurt/Main; New York 1993.丘 147および Lindscheidt.B. und Truger. A. Beurteilung akologischer 
Steuerreformvorschl.αge vor dem Hintergrund des bestehenden Steuersystems. Finanzwissenschaftliche 
Forschungsarbeiten. Finanzwissenschaftliches Forschungsinstitut an der Universitat zu Koln. Neue Folge Band 62. 
Duncker & Humblot GmbH. Berlin 1995. 
2) Teufel. D. ET AL. Okosteuern als marktwirtschaftliches Instrument im Umweltschutz: Vorschl，αge fur eine akologische 
Steuerreform. Bericht des Umwelt-und Prognose-lnstituts Heiderberg e. V. (UpI) Nr. 9， 2.erganzte Auflage， Heiderberg 
1988. Teufel. D. Der UPI-Vorschlag必reine akologische Steuerre[orm. in: H. G. Nutzinger und A. Zahrnt (Hrsg) : Oko-
Steuern: Unweltsteuern und -abgaben in der Diskussion. Karlsruhe 1989. ff.205 
3) Nagel は，この数字を 2.050億円としているが，これは!.!家が白ら支払う環境税分を除いた額である。 Nagel.T . 
Umweltgerechte Gestaltund des deutschen Steuersystems. a. a. 0. S. 148. 































6 )ただ‘し，主として財政学者(たとえば Hansmeyer= Schneider)から投げかけられるこうした疑問点に対して，ワイツゼ
ツカーは，持者進的導入，新しい課税対象の追加，エネルギーや水や原料や土地などの利用の特性から，環境税の税収がゼロ
になることはないと主張している。 Weizsacker.E. U. von: Erdpolitik: okologische Realpolitik an der Schwelle zum 
Jahrhundert der UmweJt 3.aktualisierte Auflage. Darmstadt 1992. (第 3版の邦訳として，宮本憲一，橋田貢典.佐々木建
監訳『地球環境政策一地球サミットから環境の 21世紀へ J.有斐閣. 1993年. 182ベージ)。
7) Weizsacker. E. U. von: Erdpolitik: Okologische Realpolitik an der Schwelle zum Jahrhundert der Umwe1t a. a. 0 
-75 
一方， ミュラー・ヴイツト案8)もヴァイツゼツカー案と同じく，環境利用によって生じる外部費


























8) Muller-Witt. H.， Oko-Steuern aJs neues Instrument in der UmweJtpolitik: eine kritische AnaJyse umweltpolitischer 
Anreizinstrumente in de USA und in der Bundesrepublik Deutsch1and. Munchen 1989.およびMuller-Witt.H. Zu den 
Grunden sowie den Vor-und Nachteilen dynamisisierter UmweJtsteuern als Instrumente einer gJeichermqsen okoJogie-
und okonomievertraglichen EntwickJung der Produk白ivkrafte，in: Okologischer Umbau des Steuersystems， hrsg. von H 







政制度上に伝統的にある租税 (Steuern) と特別課徴金 (Sonderabgaben) の区別がそのまま環境に























10)この慨念上の違いについては Nagel.T. Umweltgerechte Gestaitung des deutschen Steuersystems， a.a. 0.任 74.
11) Nagel. T. ebd..丘 171-182
12)前述のように，環境税の税収ゼロ収数効果がないことについては. Weizsacker， E.U.. von: Erdpolitik: Okologische 
R白 lpolitikan der Schwelle zum ]ahrhundert dεr Umwelt， a. a. 0 また， Zimmermann. H.も，環境税の税収は.残余汚染
税という形で持続的に徴収きれるから，たやすく減収してし、かないことを強調してかる。 Zimmermann.H. Oko-St日lern:
Ansαtze und Probleme einer "Okologischen Steurreform" ， in: H. Siebert (Hrsg.) ， Elemente einer rationalen 































































13) この問題点を鋭く指 摘 し た も の に Gawel= Ewringmannがいる。 Gawel.E.， & Ewringmann， D . 
Abwasserabgabengesetz und IndirekteinJeitung -Zur Bedeutung und maglichen Ausgestaltung einer 
IndirekteinJeiteragabe-， Finanzwi出 enschaftlicheForschungsarbeiten， Finanzwissenschaftliches Forschungsinstitut an der 
Universitat zu Koln， Neue Folge Band 61， Duncker & Humblot噌 Berlin1994また.環境保護政策の理由から，排水手数料引
き上げが要求きれているドイツの現状をとらえて，料金政策に環境要素が入り込んできたことを指摘しているものに，諸富





























14) Lindscheidt = Turgerは，エネルギー税に限って， ドイツのエネルギー消費構造を背景に，こうした経済主体の適応過程
から，各提案の効果測定を試みているが，ここではこれ以上この全体問題に立ち入らない。 LindscheidtB. und Truger. A. 





れている。その代表が K.-H.Hansmeyerl5)および H.Zimmermann 16)， Gutachten des 
























15) Hansmeyer. K.-H.. & Schneider. H.K.. Umweltpolitik -Ihre Fortentwicklung unter marktsteuernden A.spekten-. 
Vandenhoeck & Ruprecht， Gottingen 1990. 
16) Zimmermann. H. OkφSteuern: Ansαtze und Probleme einer “'okologischen Steuerreform". a. a. 0.. 
17) Gutachten des Wissenschaftlichen Beirats beim Bundesministrium der Finanzen. Umweltsteuren allS 

































































は，この税収の各政府間配分問題がし、かに重大であるかを物語っている。包装税の撤廃の根拠については. H. -G. Hennke， 
Die Widerspruchsfぬiheitder Rechtsordnung aJs Begrenzung der Gesetzgebungskompetenz五irLenkungsteuer， Betrag 






UPI 緩房オイル 0.3マルク/I! 10.539 20 全領域に共通
天然ガス 100マルク/トン石炭単位 5.924 4 -売上税の減税
褐炭 100マルク/トン石炭単位 2.800 16 (110.0) 
石炭 140マルク/トン石炭単位 8.875 13 -賃金税の減税
原子力発電 0.065マルク/キロワット時 8.906 9 (3.0) 
廃熱 150マルク/トン石炭単位 9.720 20 -年金保険料の
白熱電球 2マルク/1個 0.606 24 引き下げ(tro)
-農家への調整
金支払い(2.6)








プント 燃料・核I次エネル 2ペニヒ/キロワット時 150 (5ペニヒ 中・長期
ギー， 2次エネルギ 毎年0.5から1ペニヒ/キ /キロワット 的にエネ 引き下げ(全領




















シュプリン 最終エネルギーの 最終エネルギ一価格のお 15.0 最終エネ 最終エネルギー






エコロジー (ヲlき仁げ) 4.8 減税でない場合|
経済研究所 ガソリン以外の石油 1.50マルク/ギガジュール 以下の項目に日
の消費 2.4 的税として充当|
天然ガス 1.50マルク/ギガジュール 1.7 (交通部門と共 l
褐炭 1.50マルク/ギガジュール 3.4 






Grunen 石炭 90.00マルク/トン 5.964 10 -石炭税との代替
褐炭 25.20マルク/トン 2.268 10 -国際気象保護
暖房オイル 10.89マルク/トン 7.514 10 プログラム
天然ガス 9.72ペニヒ/ぜ 5.250 10 -効率的なエネ




(10億マルク) 消費低 F(%) (10億マルク)
UPI カ*ソリン 1.90マルク/e 48.684 24 全領域に共通
ジーゼル 1.90マルク/e 21.026 25 -売上税の減税
航空機油 0.90マルク/e 2.357 21 (110.0) 
新規排出装置のな 500マルク/1台 1.150 68 -賃金税の減税
い自家用車 (3.0) 






















SPD ガソリン(有$it) 50ペニヒ/e エネルギ一部門
ガソリン(無$ir) 45ペニヒ;e と共通
ジーゼル 40ペニヒ/e -所得税所得控














エコロジー ガソリン，ジーゼ、 追加10マルク/ギガジュール 14.7 減税でない場合
























UPI フロン 30マルクIKg 87 0.157 全領域に共通
タバコ 0.1マルク11箱 26 8.901 -完 1'.税の減税







ヴァイツ S02.NOx.COおよび、 2000マルク/トン 環境政策体の 環境政策 全領域に共通
ゼッカー I孟炭化水素 税~xMi; GNP 全体のエ -賃金・所得税
メタン 10マルク/トン の5-10% ネルギー 減税及び/あ
C02の排1¥ (エネ 100マルク/トン 節約;10- るいは社会保
ルギ一生産の場合 14{fで5096 険負担の軽減
は例外) -売上税の減税
ミユフー :If，臭 0.74 以下の干1税の撤







C02 18.51マルク/トン 14.81 (9.0) 
CO 222.07マルク/トン 1.55 -鉱illJ税
SOフ 1.391.63マルク/トン 3.48 (25.2) 
NOx 1.387.93マルク/トン 4.16 -コーヒー・砂
粉塵 糖税(1.8)
通常 222.07マルク/トン 0.11 
イf毒 1.480.46マルク/トン 0.15 
OCH 
通常 222.07マルク/トン 0.11 
イi毒 1.387.93マルク/トン 1.39 














GFAVOによる 1マルク/Kg 0.8 7マルク/Kg
TA-LUFTによる 2マルク/Kg 0.76 4マルク/Kg
窒素酸化物 2マルク/Kg 1.0 10マルク/Kg
粉塵 0.25マルク/Kg 0.14 0.5マルク/Kg
無機粉塵
クラス I 31.25マルク/Kg 62.5マルク/Kg
クラス E 6.25マルク/Kg 12.5マルク/Kg
クラス皿 1.25マルク/Kg 2.5マルク/Kg
無機物質ガス
クラス I 50マルク/Kg 100マルク/Kg
クラス H 10マルク/Kg 20マルク/Kg
クラス E 1.7マルク/Kg 3.4マルク/Kg
有機物質ガス
クラス I 10マルク/Kg 20マルク/Kg
クラス H 2マルク/Kg 4マルク/Kg
クラス困 1.3マルク/Kg 2.6マルク/Kg





S02 4.500マルク/トン 5.4 -既存汚染基金
窒素酸化物 6.000マルク/トン 3.0 
粉塵; -排出発生の縮
一般 300マルク/トン 0.2 小技術の助成
有毒 -情報インフラ
クラス I 37.500マルク/トン の拡張及び中
クラス E 7.500マルク/トン 小企業の排出
クラス皿 1.5∞マルク/トン 削減技術の調
無機物質ガス 達
クラス I 6.000マルク/トン 僅少額
クラス E 12.000マルク/トン タ
クラス皿 2.000マルク/トン ぞ〉
有機物質ガス
クラス I 12.000マルク，ノトン 僅少署員









(>80Kg/ha) 3.20マルクIKg 0.650 68 -売上税の減税
科学殺虫剤 48.00マルクIKg 0.857 46 (110.0) 
t地封印 50マルク1m2 16.720 12 -賃金税の減税
大規模家畜飼育
(33.0) 




~"J料輸入 30% 0.981 45 
-農家への調整
熱情 J，l~林 1600マルク1m3 1.003 58 
金支払い (2.6)
J散き塩 0.24マルクIKg 0.254 29 
ヴァイツ 上地の新封印(1日l 200マルク1m3 環境政策全体 環境政策 全領域に共通













糖 税 (1.8) 
ブント ~素肥料の投入 市場Hdfif告の100%(lマル 窒素投入 年金保険負担の












窒素 0.8マルクIKg 0.8 35 1.4マルクIKg
燐 0.9マルクIKg 0.4 35 1.6マルクIKg
殺虫剤 18マルクIKg 0.5 21 65マルクIKg
エコロジー なし
経済研究所
Grunen 窒素肥料 400マルク/トン 0.13 50 農家への調撃金






UPI f吏L、J合てガラスピン 0.8マルク/11t司 1.400 50 全領域に共通
飲料缶 0.4マルク11個 0.583 57 -売上税の減税
ペットボトル 0.7マルク111同 0.092 71 (110.0) 














フ'ント 廃棄物処理 忌毒性.自然還元の難 年金保険負担の
姥め立て 度.再利IJ可能性 引き下げ(全領
焼却j 域に共通)








シュプリン 廃棄物の発生 。から180マルク/トン 12.0 税率を2併にし
グマン {廃棄物の縄類別 た額の廃棄物削
発別課税) i成補助金支給















普通 ω0-200マルク/トン 30 利用・処理に
特別廃棄物 300-500マルク/トン 30 充当




皇官 1.250マルク/トン 20 -ソフト化学の
カドミウム 6.350マルク/トン 30 促進
水銀 7.800マルク/トン 30 
塩素 300マルク/トン 20 







公共水道 2.50マルク1m3 14.385 12 -売上税の減税
自家消費 (110.0) 
井戸水 1.80マルク1m3 8.172 39 -賃金税の減税
地表水 0.15マルク1m3 4.585 8 (3.0) 




ワイツゼッ 通常排水 20マルク1m3 環境政策全体 環境政策全 全領域に共通
カー 検査可能浄化度を有 51m3 でGNPの5 体で10-14 -賃金・所得税





















SPD l直接排水(排水課 課税標準の拡大.2000年 特に水体保護投
徴金) までの140マルク/汚染単 資及び浄水施設
位に引き上げ 建築に充当
シュプリン 直接排水(排水諜 120マルク/汚染単位 3.3 税率の2倍の額
グマン 徴金) 課税標準と納税義務者の の補助金を汚染
範囲の拡大 物質削減営業排
水者に支給
エコロジー 直接排水(排水諜 120マルク/汚染単位 2.3 次の項目に特定
























UPI 210.0 売上税(10.0)，賃金枝(3.0)， 民家への調整金支払い
年金保険料(60.0) (2.6) 
ワイツゼッカー 賃金・所得税，フ'cJ:. 1見， 1'1会調整金支払い
社会保険負担
ミュラー・ヴイット 81.0 営業税(32.6)，fI動車税 なし
(9.0)，鉱油税(25.2)，コ
ーヒー・砂糖税(1.8)
フ。ント 150.0 年金保険料 特に汚染被害を受けてい
る家計への調整金支払い
EU委員会 所得税，社会保険料 (75 なし
%) ，法人税(10%) ， 
エネルギ一節約インセン
ティブ(15%)














的エネルギー利用 (31.8) • 
公共旅客交通，交通部門の
調整金支払い (42.2)，船
船貨物輸送 (17.6)，特別
基金(11.3).農家への調
整金支払い (0.3).技術促
進，廃棄物回避. 1汚染・
水体浄化
93一
